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3．改正 の 内容

3．1　掘 削や ぐらに関す る設計要件

（1）上 記 MODU コ
ードの 要件 は，鋼船規則 P 編 9，4，2 に

　　規定 さ れ て お り，こ の 要件 を受 け る 形 で ，鋼 船規 則検

　　査要領 P 編 P9．4．2 に掘削 や ぐらに 関す る設計要件を規

　　定 した 。

（2）現状，掘削 や ぐ らの 多くが American　Petleum　lnstitute

　　 の 基準 （API　Specification　4F ：Specification　for　Drilling

　　and 　Well　Serving　Structures）に基づ い て い る こ とか

　　ら，こ れ に 倣 っ て 掘削や ぐらの 設計及 び製作 は，原則

　　 と して ，API　Spec4F に よ る 旨規定 した 。

（3）掘削や ぐらは
， 高 い 組み 立 て 精度が 求 め られ，ボ ル ト

　　接合が用い られ る 場合が 多 い こ とか ら，ボ ル ト接合 に

　　 関 す る 要件 を規定 した。

（4＞通常，掘削や ぐら，掘削用機器等 は，そ れ ら を適当 な

　　高 さに 設置 し，重 量 を攴持す る サ ブス トラ クチ ャ ヒに

　 　 設 置 され る。掘 削 や ぐ ら に働 く荷 重 は，サ ブ ス トラ ク

　　チ ャ を介 して 船体 構造 に伝達 され る た め ，掘削や ぐら
，

　　掘削用 甲板 に加 え，掘削や ぐら等の 支持構造及 びサ ブ

　　 ス トラ ク チ ャ に対 して 構造解析 を求 め る こ と と し た 。

32 　掘削や ぐらに関 する検査要件

  掘 削 や ぐら に 関 す る 検査要件を海洋構造物等の 検査要

　　件が規定 され て い る 鋼船規則 B 編 12章 に 規定 した。

（2）登録検査時の 提出図面 に 関す る 要件 を鋼 船規則 B 編

　　12 章 12．2．2−1．（1）（p）に 規定す る と と もに 詳細 要 作を

　　検査要領 に規定 した 。

（3）登録検査時 の 検査 の 立 会い の 時期は ，掘削 や ぐ ら及 び

　　掘削 や ぐらの 支持構造 を含む サ ブス トラ クチ ャ の 各部

　　 が 完成 した 時並 び に 掘 削 や ぐ ら及 び サ ブ ス トラ ク チ ャ

　　を搭載する 時 と し，具体的 な検査項 目 と し て は
， 溶接

　　部及び ボ ル ト接合部を含む掘削や ぐらの 外観検査，主

　　 構 造 部材 の 溶接 継 ぎ手 に 対 す る 非破壊検査及 び掘削や

　　ぐ ら は設 置精 度が 求め ら れ る 構造物 で あ る こ とか ら，

　　設 計一ヒの 位 置 に搭載 され て い る こ とを確認する こ と と

　 　 した。

（4）定期 的 検査 に つ い て は
，

主 に 掘削 や ぐら，サ ブ ス トラ

　　 クチ ャ 及 び それ ら と船体 との 取 り合い 部の 現状 検査 と

　 　 し た。

（5）掘削や ぐ らに よ っ て は取 り外 し可 能 な もの が あ る。掘

　　削や ぐら とサ ブ ス トラ ク チ ャ及 び 船 体 との 取 り合 い 部

　　 は ，構造 ヒ重 要な箇所 で あ る た め，そ の よ うな形式 の

　　掘削 や ぐ らに 対 して ，掘 削 や ぐ ら を船 舶 か ら取 り外 し

　　た時及 び再搭載する 時 には 臨 時検 査 を行 う旨鋼船規 則

　　検査 要領 B 編 12章 B12 ⊥2 に規定 した 。

　　　16．鋼船規則 B 編 ，P 編，　 PS 編 ， 安全 設備規則 ， 通信 設備規則 ，

居住衛 生設備規則 及び揚貨 設備 規則並び に 関連検査要領 に お け る改正点の 解説

　　　　　　　　　　　　　 （2009MODU ：コ
ー

ド）

1．は じめに

　2011年 6月 30 凵付
一
部改正 に よ り改正 さ れ て い る 鋼船

規則 B 編，P 編，　 PS 編，安全設備規則，通信設備規則，居

住衛 生 設備規則及 び揚貨設備規則並 び に 関連 検査 要領 中，

2009MODU コ
ードに 関す る 事項 に つ い て ，そ の 内容 を解

説す る 。 な お，本改 正 は，2012年 1 月 1 日以 降 に起 工 又 は

同 等 段 階 に あ る船 舶 に適 用 され て い る。

2．改正 の背景

　海 底資源掘削船 （Mobile 　Offshore 　Drilling　Unit ）

に 関 す る国 際基準 と して は ，IMO の 前身で ある 政府間海

事協議機 関 （Inter−governmental 　Maritime 　Consultative

Organization） が策定 した コ ード
“
Code 　fer　the　Construction

and 　 Equipment　 of 　 Mobile　 Offshore　 Drilling　 Units

（MODU コ
ー

ド）
”

が あ る 、，当該 コ
ー

ドは ，1979 年 11 月

に決議 A ，414 （XI）と して 採択 さ れ ，1982 年 1 月 に 発効 し

て い る。

　本会 は，海底資源掘削船 に 関 する 基 準 と して，MODU コ

ードの 発行 に 先立ち，1978 年 に 英文規則 を制定 し て い る 。

一
方，当時 の 運 輸省 は，MODU コ

ードを取 入 れ 1981年末

に 「海底資源 掘 削船 等 特殊 基 準」 （舶 査 第 360号 ） を制 定 し

て お り，本会 にお い て は ，当該基 準 に基づ い て MODU コ

ードの 取 入 れ を行 っ て い る ．

　そ の 後 ，IMO に お い て MODU コ
ー

ドの 全 面的 な見直 し

が 行 わ れ ，1989 年 に 採択 され た 決議 A．649 （16）に よ っ て

MODU コ ー ドの 改 正 が 行 わ れ た 。 （El本海事 協会 誌

No ．228，1994（III）参 照）

　MODU コ ードは，1989 年 以 降，大 きな 改 正 等 は 行 わ れ

て い な か っ た こ とか ら，第 86 回 海上安全 委員 会 （MSC86 ）

で の 勧 告 を受 け て ，最 新の SOLAS 条約等 の 要件及 び 国際

民 間航 空機 関 （ICAO）の ヘ リ コ プ タ施 設 に 関 す る基準等 が

取 入 れ られ，2009 年 12 月 に 開催 さ れ た IMO 第 26 回総会

に おい て ，2009MODU コ
ード （決議 AIO23 （26））が採択

さ れ た。
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11 2012年版鋼船規則及 び関連検査要 領等 に お ける 改正点 の 解説

　MODU コ
ードは 非強制 の コ

ードで あ る こ とか ら，本 会

に お い て は 前述の 海底資源掘削船特殊 基 準及 び MODU コ

ー
ドを参考 に して 規定 され た IACS 統

一基 準 D シ リーズ に

基づ い て 要件 を規定 して い た が，MODU コ
ー

ドは，昨今

で は海底資源掘 削 船 に 対する 基準 と して ，国際的 に広 く認

知 さ れ た コ ードで あ り，海 底資源掘削船 は
，
MODU コ

ー

ドに適 合 させ る こ とが
一

般的 と な っ て きて い る こ とか ら，

こ の た び2009MODU コ
ードを全面的 に 船級要

．
件 と して 木

会 規 則 へ 取 入 れ る こ と と し た 。

3．鋼船規則 P 編の 改正 内容

　主 な改正 内容 は以 下 の とお り。

1 章　通則

（1）船 籍 国及 び沿 岸 国 の 国 内 法規 等 （2009MODU コ
ード

　　1．2．2）

　　P 編 の 適用 を受け る船舶 はすべ て 船籍国及び 沿岸国の

　　国 内法 規 等 に も別 途注意 を払 う必要が あ る こ とを明 記

　 　 した。

（2）操船資料

　　2009MODU コ
ードを参考 に用 語 を操船資料か らオペ

　　レ
ー

シ ョ ン マ ニ ュ ア ル に 改 め，1章 に規 定 され て い た

　　操船資料 に 関する 要件 を削 り，オペ レ
ー

シ ョ ンマ ニ ュ

　　ア ル に 関す る 要件 を今回 新た に規定 した 「17章 作業

　　に 関す る規 定 」 に 設 け た。

（3）定義関係 （2009MODU コ
ー

ド1．3 及 び 13，2）

　　 「ガ ス 密扉」，「正常 な稼動状態及 び 居住 状 態 」 及 び

　　「作業区 域」等 の 定義並 び に ヘ リコ プ タ甲板 に関す る定

　　義 を規則 P 編 1．2 に 規定 した 。

（4）船級符号へ の 付記

　　今 回，MODU コ
ードを船級 要件 と して 全面的 に 取 入

　　れ た こ とに よ り，P 編 及 び 関連 規 定 に 適合 し た海底資

　　源掘削船 は 2009MODU コ
ー

ドに適合 して い る こ と と

　　な る こ とか ら，船級符号 に 「MODU 」 を付記 す る 旨 P

　　編検査 要領 1．1．5 に 規定 し た 。 ま た，句 記 は 船 舶 の 形

　　式が わか る もの と した 。 （例 え ば，甲板昇降型 の 場合 ，

　　Mobile　Offshore　Drilling　Unit／Self−Elevating　Dr正lling

　　Unit （略号 MODU ／SEDU ＞）

2 章 材料及び溶接

（1）稼動 海域 に お け る 温 度条件 を考慮 した 材料 （2009

　　MODU コ
ー

ド2．10．1）

　　船体構造 用 材料 は 稼動海域 に お け る温度 条 件 に適 した

　　鋼 又 は そ の 他 の 材料 とする よう規則 P編 2．1．1−1．に規定

　　した。な お ，具体 的 な鋼 材 の 使用 区分 につ い て は，規

　　則 P 編 2．2 に 規定 して い る。

（2＞危険物質の 最小 化 （2009MODU コ
ード2．10．2）

　　船体構造 に 使用 され る危険物質 を最小 と し，危険物質

　　の リサ イ クル 及 び 除去 が 容易 と な る よ うに 配慮 す る よ

　　 う規 則 P編 2，1，1−6，に規定 した 。 また，危険物質の 最小

　　化 に つ い て は，IMO の シ ッ プ リサ イク リ ン グ に 関す る

　　 ガ イ ド ラ イ ン （決議 A ．962 （23）） を 参照 す る よ う検 査

　　要．領 P 編
．
P2，1．1 に 規定 した 。

4 章　復原性

（1）異 常 荷 重 状 態 に 対 す る規 定 （2009MODU コ
ー

ド 3．2．2

　　及 び 3．32）

　　異常荷重状態に お い て 船舶の 状態 を変更で きる 船舶 に

　　対 し，操 船資料 に 船舶の 状態 を変更す る 方法の 記載 を

　　求め る こ れ まで の 規定 に 加え，船 舶の 状 態 を変 更 す る

　　 た め に 要する 時間 をオ ペ レ
ーシ ョ ン マ ニ ュ ア ル へ 記 載

　　 し な けれ ば な らな い こ と及 び 原 則 と して 固 形消耗品や

　　 そ の 他 の 積 載物 の 放 棄 又 は 再 配 置 を行うこ と な く異常

　　荷 重状 態 に 耐 える こ とが で きな けれ ば なら ない 旨規則

　　P 編 4．1．3−3．に規定 した。

（2）非 損 傷 時復 原性 基 準 （2009MODU コ
ー

ド 3．2．1）

　　船 舶の 状 態を変更で きる 船舶 に あ っ て は，変更後の 船

　　舶の 状態の 方が傾斜モ
ー

メ ン トが 厳 し くな る場 合 が あ

　　 る こ とか ら，必要 に 応 じて ，変 更 後の 船舶の 状態 に対

　　す る風 に よ る傾斜 モ ーメ ン ト曲線 を用 意 しな けれ ば な

　　らな い 旨規則 P編 42．1−4．に規定した。

（3）損傷時復原 性 基 準 （2009MODU コ
ー

ド3．4．1−2）

　　従前の 規定で は，半潜 水 型 船舶 を除 き，具 体的 な残存

　　復 原 性要件は定め られ て い なか っ たが，今回の 改正 に

　　お い て ，甲板昇降型船舶 に 対す る残存復原性要件が 規

　　定 さ れ た こ とか ら，当該要 件 を規 則 P 編 4，4，1−2，に規

　　定 し た 。
こ れ に よ り，甲板 昇 降 型 船 舶 は，損 傷 後 の 平

　　衡状 態 か ら少 な く と も 10
°

傾斜 した 状態 に お い て も

　　 正 の 復 原 力 を有 して い る こ とが 求 め られ る 。

5章　水密 隔壁 及び閉鎖装置

（1）水密区 画 （2009MODU コ
ード3．6．1）

　　水 密 区画 内 の 開 口 の 数 を必 要最小 限 と しな け れ ば な ら

　　な い 旨明記 す る と と もに 水 密 甲板 及 び 隔壁 に 貫 通 部 を

　　設ける 場合，区画 の 水密性 を保 つ た め の 措置を講 じな

　　けれ ば な らな い 旨規 則 P 編 5．1．2−5．に 規定 した 。

（2）水密戸 （2009MODU コ
ー

ド 3．6．3）

　　区画 の 水密 性 を保 持する 観点か ら，水密戸 は 1隔壁 甲板

　　 又 は乾玄甲板まで の 水高 に よる圧 力に対 して，十 分 な

　　強度 及 び 水密性 を 有する 必要が あ る こ とか ら，水密戸

　　に対する 水圧試験 に 関す る 要件 を規 則 P 編 5．2 に 規 定

　　 した c

（3）稼働 中 に 使 用 さ れ る 内 部 開 口 （2009MODU コ
ード

　　3．6．5．1 及び 3．6．5．3）

　　戸 に対 して は，従前 よ り， 制御場所か ら遠隔操作 で き

　　る もの とする こ と，両側か ら操作す る こ とが で きる も

　　 の と す る こ と等 の 要件が 規定 され て い た が，今 回 の 改

　　 正 に よ り，戸 に加 え て ，倉口 蕃 に つ い て も適 用 す る こ

　　 と とな っ た。また，戸 につ い て は，閉 鎖 機構 に音響警
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　　報装置 を備 える こ と等の 要件が 追 加 され た 。 （規則 P 編

　　 5．2，2 （1）及び （2））

（4）浮上 状 態 に お い て 常 に 閉 鎖 され る 開 口 （2009MODU

　　 コ ード3．6．5．2）

　　 甲板 昇降型 船舶の すべ て の 戸及び 倉口 蓋並 び に半潜水

　　型船舶，船 型 及 び バ ージ型 船舶の 最 も深い 喫水線 よ り

　　 上 方の 戸 に あ っ て は ，速 や か に 開 閉可 能な もの と して

　　差 し支えない が，戸 の 設 置 場所及び 制 御場所 に は 戸の

　　開閉状態 を知 らせ る ため の 警報装 置 （例 え ば，ラ ン プ）

　　を 設けな けれ ば な ら な い 旨規 則 P 編 5，2，4 （4）に規 定 し

　　た 。 な お，こ こ で い う速や か に 開 閉 叮能な 戸 とは，例

　　えば，単
一

の 動作 で 締付装置の 開閉 を行うこ とが で き

　　 るハ ン ドル を備 えた もの 等が 考 え られ る 。

7 章　船体強度

　　 ヘ リコ プ タ甲板

　　今回の MODU コ
ー

ドの 改正 に よ り，ヘ リ コ プ タ施 設

　　 に 関す る 要件 が 追加 され た 。こ の ため，16章ヘ リコ プ

　　タ施設 と して 新 た に章を設 け る こ と と し，7 章 に規定

　　さ れ て い たヘ リコ プ タ 甲板 に用 い る構造 部材 の 寸法に

　　 関す る規 定 を 16章 に移設 し た。

8 章 満載喫水線等

（1）人員乗船時の 曳航 （2009MODU コ
ード3，7．18＞

　　国 際満載喫水 線 条 約 第 27規 則 （14）に は
， 推進装 置 を

　　有 しない 船舶で あ っ て，人 員が 乗 船 して い な い 船舶 に

　　対 して は，第 39 規則 （最小 の 船首高 さ及 び予 備 浮力）

　　 は 適用 しない 旨規定 さ れ て い る。船 舶 に人 員 を乗 船 さ

　　せ て 曳航 す る場 合，第 39 規則 を適用す る 必 要 が あ る

　　が ， 甲板昇 降 型 船 舶 に あ っ て は，当該要件 を満足 す る

　　 こ とが 難 しい 場合が あ る こ とか ら，MODU コ
ー

ドに

　　は免 除規定が 定め ら れ て お り，当該 免 除規定 に 基 づ い

　　て ，人 員 を乗船 させ て 曳航する場 合 の 船 首高 さ及 び予

　　備浮 力 につ い て は，本会の 適当 と認 め る と こ ろ に よ る

　　旨規則 P 編 8．2．2−3．に 規定 した。

（2） 甲板 昇 降型 船 舶 の 支持構造物 （2009MODU コ ード

　　3．7ユ9）

　　甲板昇降型船舶 にあ っ て は，乾 玄 計算 を行 う上 で ，大

　　型 マ ッ ト又 は 浮上 状態 で 浮 力 を生 ず る類似 の 支持構造

　　物等 に つ い て 考慮 して は な ら な い 旨規則 P編 8．2，2−4．

　　 に規 定 した 。

（3） 半潜水 型 船 舶 の 風 雨 密性 （2009MODU コ ード3．7．22）

　　半潜水型 船 舶 の 閉囲 され た 甲板構造の 水密性 は 本 会の

　　適当 と認め る とこ ろ に よ る 旨規定 して い た が，MODU

　　 コ
ー

ドの 要 件 に基 づ き，風 雨 密 と し な けれ ば な ら な い

　　旨規則 P 編 8．2．3−3．に明 記 した 。

9 章　船体艤装

（1）特殊 な船体艤装 （2009MODU コ
ー

ド12，5）

　　掘 削 や ぐらの 各滑車の 定格荷重 を オペ レ ーシ ョ ン マ ニ

　　ュ ア ル に記載 す る よ う規則 P 編 9．4．2−2．（2）に規 定 した。

（2＞曳航設 備 （2009MODU コ ード 2，8）

　　 MODU コ
ー

ドに 曳航設 備 に 関 す る 要件 が 新設 され た

　　 こ とに 合 わせ
， 当該要 件 を規 則 P 編 9．5 に規定 した 。

（3）点検設備 （2009MODU コ
ー

ド2．2）

　　 2009MODU コ
ードに 点検設備 に 関する 要件 が 新設 さ

　　 れ た こ とに 合 わ せ，’
「tl
該要件 を 規則 P 編 9．6 に 規 定 し

　 　 た。

（4）バ ラス トタ ン ク の 塗 装 （2009MODU コ
ード2．12．1）

　　海水バ ラ ス トタ ン クの 塗 装 は，IMO 塗 装 性 能基 準 （決

　　議 MSC ．215 （82）） に従 っ た もの と す る よ う規則 P 編

　　 9．7 に 規定 した 。

10 章　位置保持設備

　　 ア ン カ
ー
係留機器 （2009MODU コ ード4，12．12）

　　有人 の 制御場所 に は，各 々 の ウ イ ン ドラ ス に お け る係

　　留 ラ イ ン の 張力及び風速 と風向 を表示 する だ け で な く，

　　当該 データ を 自動 的 に 記録 で きる 装置を備 え る よ う規

　　則 P 編 10．3．3−3．に規定 した 。

11 章　機関

（1）バ ラ ス ト管装 蹟 （2009MODU コ ード4．10．10）

　　中央バ ラス ト制御室 に備 え られ る制御装置，指示装置

　　及び 表示装置は ，異常状態 を検知 した際 に ロ亅
．
視 可聴警

　　報 を発す る もの とす る よ う規 則 P 編 11．19 −8．に 規 定 し

　　 た 。

（2）甲板昇 降装 置 （2009MODU コ
ード4．14）

　　中央甲板昇降制御室 に は，甲板昇降装置 に 過負荷 及 び

　　異常 が 発 生 した 際 に可 視可聴警報 を発す る こ と並びに

　　傾斜，消費電力等及 び ブ レーキ の 開放状態の 表示装置

　　を 備 え る 旨規則 P 編 11．1．14−7．に 規定す る と と もに ，

　　当該制御室 と各脚 との 間 に通 信装置 を設けな けれ ば な

　　 らな い 旨同一8．に 規定 した。

（3）補機及 び管艤装 （2009MODU コ
ー

ド4．11．3）

　　非金属 製 伸 縮 継 手 が 船 側 を貫通 し て い る 配 管 に使用 さ

　　 れ て い る 場 合 で あ っ て ，貫通部及び非金属製伸 縮 継手

　　の 両方が 満載喫水線 よ り ド方 に位置する場合，当該継

　　手 は船底検査の
一

部 と して 検 査 が実 施 され な けれ ば な

　　ら ない 旨規則 P 編 11，2．2−3，に 規 定 した 。

12 章 電気設備

（1）キ電 源設備 及び 照 明設備

　　主電 源 が 船 舶 の 推 進 及 び操舵 に 必要 な場合及 び 電 力 が

　　推進の 復帰 に必 要 な場合の 主 電源 に 関す る 要件 に つ い

　　て ，規則 P 編 12．2．3−1．及 び一2．に 規 定 した 。 ま た，検査

　　要領 H 編 H3 ，2，1−5．を参考 に具体 的 な要 件 を検査 要領 P

　　編 P12．2．3 に規定 した。

（2）非常電気設備

　　代 替 動力源に 関す る 要 件 と して ，非 常 発 電 機 か ら給電

　　され る よ うに 設計された操舵装 置へ の 給電 時間を規則

　　P編 12．2．4 （10）に 規定した 。

13章　危 険場所 の機関及び電気設備
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13 2012年版鋼船規則及 び 関連検査要領 等に お ける 改正 点の 解説

（1）危 険 場 所 （2009MODU コ
ー

ド6．2）

　　規 則 P 編 13，1．3−1．に 規定 さ れ る 海底資源掘削船の 危険

　　場所 の 定義 を改 め た 。

（2）通 風 状態 （2009MODU コ
ード6．4．1及び 6．4．4）

　　規則 P 編 13，2．1−4．に 危険 場 所 を通 過 す る 吸気 用 ダ ク ト

　　の 要件 を追記 した 。 また，掘削泥の 処 理 を行う危険場

　　所 は，少 な くと も毎時 12 回 の 換気を行 う旨規則 P 編

　 　 13．2．1−5．（7）に規 定 した。

（3）危険 場所 の 電 気設 備

　　規 則 P 編 13，4．2−1．に各 々 の 危険場所で 使用可能な電気

　　 設備 を追 加 規 定 した 。また ，同一2．に 設 置す る 区画 に お

　　 け る ガ ス 及 び蒸気 の 発火温度 に対す る 使用
「
口∫能な電気

　　機器 の 温度等級，同一3．に電力ケ
ーブル の 要件，同一4．に

　　 ガ ス 及 び 蒸気 グ ル
ープ に対する 使用可能 な竃 気機器 グ

　　 ル
ー

プにつ い て そ れ ぞれ規定 した 。

14章 　防火構造及び脱出設備

　MQDU コ
ード9 章 に は，防 火 構造 ，脱出 設 備 及 び 消火

設備 の 要件 を定 め た SOLAS 条約 II−2章 を参考に定め ら れ

た要件 が規定 され て い る 。 規則 P 編 14章に は，MODU コ

ード9 章の 規定の うち，防火構造及 び脱出 設備 に関 す る 要

件 を取入れ た 。

（1）防 火構造

　　熱 の伝達 の 防止 に関す る 要件，自己閉鎖型の 戸の 要件，

　　危険場 所 か ら隔 離 すべ き場所及 び 「A 」級仕切 りの 連

　　続 i生に 関す る要件を新 た に規則 P 編 14，2，2 に規定 し，1

　　次 甲板床張及び仕上げ材の 要件，通風装置の 配置 に 関

　　す る 要件，通風 用 ダ ク ト及 び排気 川 ダ ク トに 関 す る要

　　件及び ヘ リ コ プ タ 甲板の 材料及び 構造 に関 す る 要 件 を

　　改 め た 。 な お，可 燃性材料 に要 求 され る発熱量の 計測

　　 に つ い て は ISO1716 ：2002 に よ る よ う検査姜領 P 編

　　P14．2．2 に規 定 した 。

（2）脱 出設 備

　　規 則 P 編 14．2．3 に 規 定 さ れ る 脱出設備 に 関す る要件を

　　改め，次 の （a ）か ら （d）に 関する 要件等 を規 定 した。

　　（a）脱出設備用 の 照明の 設置義務

　　（b）非常脱出用呼吸具 の 設置義務 及 び 1生能 要件

　　（c ）脱 出設 備 と して 用 い られ る 階 段 及 び 通 路 の 性能要

　　　　件

　　（d＞防 火 構造及 び脱出設備 に 関す る 操作準備及 び保守

　　　　 に関 す る 要件

15 章 消火設備

　規則 P 編 15章に は 2009MODU コ
ード9章 に規 定 され る

消火 設 備の 要件 を取 入 れ た。

（1）消火ホース

　　消火 ホース の 長 さ に関 す る 要件 を規則 P 編 15．2．3−11．

　　 に 規定した。

（2）機関区域 及び 火 炎 を使 用 する 場所 に お ける 消 火設備

　　固定式消火 装 置 が 設 置 さ れ ない 場所 に 設置 され る消火

　　装鷹 に つ い て は，本会が 適 当 と認め る と こ ろ に よ る 旨

　　規則 P 編 15．2．53 ．に 規 定 した。

（3）居住区域，業務区域 及 び作業区域 の 消火 設 備

　　持 運 び 式 消 火 器 の 配 置 に 関 す る 要 件 を規 則 P 編

　　15．2．6−1．に規 定 した 。また ，原 則 と して ，表 P15 ．2 に

　　従 っ て主電 源 の 制御 装 置，ク レ
ー

ン
， 掘削用 甲板 ，ヘ

　　リ コ プ タ 甲板，A 類機関区域，主制御設備並 び に マ ッ

　　 ド ピ ッ ト及 び泥水処理 を行 う場所 に は，持 運 び式消 火

　　器 を配置す る よ う規則 P 編 15．2．6−2．に 規定 した 。

（4）消防員装具

　　規則 P 編 15．2，8−1．に お い て，消 防 員 装 具 1組 に酸素及

　　び 可燃性 ガ ス 検知器 を 備え る よ う改 め る と と もに，

　　同一2，にお い て ，消 防 員 装 具 の 空気 シ リ ン ダ
ー

用 の 再 充

　　填 装 置 に 関 す る 要件 を規定 した。また，同一3．に お い

　　て ，消 防 員 装 具 の 配 置 の 要 件 を改 め た 。

  火 災探知警報装置

　　定期的 に 無入の 状態 に お か れ る機関区域 等の 人 員が 継

　　続的 に 配置 さ れ な い 区域 に 固定式 火 災探知 警報装 置 を

　　設置する よ う規則 p 編 15．2．10−3．に 規定 した 。

（6＞ ガス 検知警報装置

　　こ れ まで 要求 され て い た可 燃 性 ガ ス 検 知 警 報 装 置 及 び

　　2 つ 以 ヒの 持 運 び 式可 燃 性 ガ ス 検 知 器 に 加 え，硫化水

　　素検知 警報装 置 を設 置 す る と と もに硫化水素用 の 持運

　　び式 ガ ス 検 知 器 を 2つ 以 上 備 え る よ う規則 P 編 15．2．11

　　に規 定 した 。また
， 硫化水素検知警報装 置 は，警報 に

　　対 して 2分以内 に応答がない 場合 に，ヘ リコ プ タ 甲板

　　上 の ス テ
ー

タ ス ラ イ ト を 自動 的 に 作動 させ る もの とす

　　る よ う規定 した 。

  ヘ リ コ プ タ施設 に対す る 防 災設 備

　　ヘ リ コ プ タ 甲板 の 構造の 火災に対す る 健全性，ヘ リ コ

　　プ タ 甲板用 の 消 火 装 置 の 設 備，設 備 さ れ る 消火 装 置 の

　　要件，ヘ リ コ プ タ 施設が 給油施設 を有す る場合 の 要件

　　等 を規則 P 編 15．2．13 に 規定 した 。

（8）火 災制御 図

　　R 編 15．2．2 に 規定 され る火 災制御 図 を備 える よ う規 則

　　P 編 15．2．15 に 規定 した 、，

（9＞操作準備 及 び保 守

　　火 災安全 に関 す る 装 置 等 の 操作準備及 び保守 に 関す る

　　要 件を規則 P 編 15．2．16 に 規定 した 。

16 章 ヘ リ コ プ タ施設

（1）免除規定 （2009MODU コ
ード13．7）

　　ヘ リコ プ タ 施設に 用 い る標示及 び視認 機 器 等に つ い て

　　は，本章 の 要件 を免 除す る こ とが ある 旨規則 P編 16．2

　　に 規 定 した。

（2） ヘ リ コ プ タ 甲板 （2009MODU コ
ー

ド 13．3）

　　（a ）
一

般

　　ヘ リコ プ タ 甲板 は 滑 り ［Lめ 加工 を施す と と もに 地面効

　　果 を生 じ させ る こ とが で きる よ うに し な け れ ば な ら な
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　　い 旨規則 P 編 16，3」 に規定 した。また，「地面 効果」の

　　 説 明 を，検査 要 領 に 明記 した。

　　 （b）構造

　　 ヘ リコ プ タ 甲板 の 構造 は，使用する ヘ リコ プ タの 型式，

　　風 況，乱 流，海象，水温 及 び氷況 を考慮 し な けれ ば な

　　 らな い 旨16．3．2 に 規定す る と と もに，ヘ リ コ プタ 甲板

　　周 辺 の 配 置等に関す る要件 を規定 した 。 また，船舶の

　　稼動を想定 して い る海 域が 穏 や か な海域 で あ る 場合の

　　緩和規定が MODU コ ードに規定 さ れ て い る こ とか ら，

　　当該要件を規則 P 編 16．3．3に規 定 した。なお，ヘ リコ

　　プ タ甲板の 構造等 に つ い て は ICAO の 基準 を参照 す る

　　 旨検査 要領 に 規定 した c

（3）設備及 び装置

　　 ヘ リ コ プ タ甲板 に埋 め 込み 式の ヘ リ コ プ タ 固縛用装置

　　 及 び 人 員の 落 下 を防 止 す る た め の 安全 ネ ッ トを備 え る

　　 よ う規 則 P編 16．4 に 規定 した 。

（4）視認 機器 及 び標 示

　　本 船へ 着 陸 す る ヘ リ コ プ タ及 び ヘ リ コ プ タ 操縦上 の 安

　　全 を確保する た め の 次の 視 認 機器，標示及び 照明等 に

　　関する 要件 を規則 P 編 16．5 に規定 した。

　　（a）視認機器

　　ヘ リ コ プ タ 甲板 の 着陸／浮上 区 域 トの 風 況 を指示す る

　　 た め に ，風向指示器 を設置する よ う規 則 P 編 16．5．1に

　　規定 した。

　　 （b）標 示

　　ヘ リ コ プ タ甲板 に，着陸 ／ 浮 上 区域視認標示，着陸／

　　位置調整標円，ヘ リポー
ト識別標 示，無障 害物 セ ク タ

　　
ー

の 標 示 ，D 値 の 標示，最大 許 容荷 重標 示 及 び 船 舶 識

　　別 標 示 を標示す る よ う規定 した。

　　 （c）照 明 等

　　着陸／浮上 区域 の 外周用 照 明，ヘ リ コ プ タ 甲板 川 の 投

　　光照 明，1簟害物 の 標 示及び照 明，ス テ
ー

タ ス ラ イ トを

　　ヘ リコ プ タ 甲板 に 設 置 す る よう規定 した 。 な お，特定

　　の 型 式 の ヘ リ コ プ タ の 場合の D 値の 標 示 の 取扱 い に つ

　　 い て は，検査 要領 P 編 P16．5．6 に規 定 した。

（5）動揺 検知装置

　　2009MODU コ ード13．6 に お い て ，船型及びバ
ー

ジ型

　　 の 船 舶 の 場 合 に あ っ て は，動揺 に 関する 情報 を木船 へ

　　着陸す る ヘ リコ プ タ の 操縦 士 へ 伝 え る た め に ，船舶 の

　　動揺 を測定又 は 副測 ロ∫能 な動 揺 検知 装 置 を備 え る と と

　　もに，ヘ リ コ プ タ に は ，本 船 の 動 揺 の 情 報 を示すデ ィ

　　ス プ レ イを配置す る よ う規 定 さ れ て い る 。 同規定 に 基

　　づ き，規則 P 編 16．6にお い て，船型 及 びバ ージ型 の 船

　　舶 に は，卜記 動揺検知装 置 を備 える よ う規 定 した。

3．15 　17 章 作業 に 関 す る規定

　MODU コ
ー

ド14章 に基 づ き，新 た に 17章 と して 作業 に

関す る 規定 を加えた 。

（1）オ ペ レ
ー

シ ョ ン マ ニ ュ ア ル

　　（a）　
・
般 （2009MODU コ

ー ド 14．1．1，14．1．5 及 び

　　　 14，1．6）

　　通 常及び非常時に お ける作業要領等 を含む オペ レ
ー

シ

　　 ョ ン マ ニ ュ ア ル を船 上 に 備 え な けれ ば な らない 旨規則

　 　P 編 17，1．1に規 定 した。

　　（b）作業要件

　　原則 と して ，運航 に 関 する 要件 を船級要 件 とす る こ と

　　は し な い が ，作業要件 と して ，船 舶の 管理 者 等が 遵 守

　　すべ き事項 につ い て 規則 P 編 17．2 に規定した。

（2）記録 〔2009MODU コ
ード14．14）

　　救命設備 の 検査 ，操練 及 び 訓練 の 記 録 を含む 航 海 日誌

　　又 は掘削記録 を船上 に 備 え なけれ ば ならない 旨規則 P

　　編 17．3 に規定 した 。

4．鋼船 規則 B 編の 改正 内容

　卞な改 正 内容 は以 下 の とお り。

4．1　船上 に 保持 す べ き図面等

　海底資源掘削船 の 建造 に用 い た材 料 の 詳細等 を記載 した

コ ン ス トラ ク シ ョ ン ポー
トフ ォ リ オ をは じめ，鋼 船規 則 P

編 の 適用 を受けた船舶 が 船上 に 備えな け れ ば な ら ない 図面

等 を規則 B 編 12．2．5 に規定 した。

4．2　復原性資料

　こ れ まで ，規則 P 編 の 適 川 を受ける 船舶 は ，復原 性資料

を船 F．に 保管す る 旨現 定 され て い た 。 今回の 改 正 に よ り，

海底資源掘削船 に あ っ て は，復 原 性資料 を船．ヒに備 え るだ

けで は な く，復 原 性 試 験 の 結 果 をオ ペ レ
ー

シ ョ ン マ ニ ュ ア

ル へ 記載す る こ と と な り，そ の 旨規 則 B 編 12．2，6 に 規定

した 。

4．3　軽荷重量査定試験

　半 潜 水 型 船 舶 で は，排水量 の 変化 を定期的に確認 し，復

原 性 へ の 影 響 を適 切 に把握す る た め に 定期検査時に 軽荷重

量査定試験 を行 うこ とが 求 め られ て い る 。 今 回 の MODU

コ
ー

ド改正 で は，新 造 後 の 最初 の 定 期 検 査 及び 2 回 目以 降

の 定期検査 に分けて 要件が 規定 され た。また，従前 の 要件

で は，試験の 結果，軽荷排水量 と実際の 排水量の 差 が 1％ を

超 えた 場合，傾斜試験 を行うこ とが 求 め られ て い た が，半

潜 水型 船 舶の よ うな長期間洋上 に 係留 さ れ た ままの 船舶で

は ，洋上 で 傾 斜試 験 を実施す る こ と は難 しい 。 今回の 改正

で は，試験結 果 に基づ い て 深 さ方向の 重 心 位 置を補 正 し，

計算 に よ っ て 復原 性 を検討す る こ とで 対応 可能 とな るた め，

含理的な要件 とな っ た。

5．安全設備規則改正 の 内容

　海底資源掘削船 に 施設 され る 救命設備 につ い て は，2009

MODU コ
ー

ド10章 の 規定 に も適合 し なけ れ ば な ら な い 旨

1編 1．1．1−8．に規定した 。
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6．通信設備規則 改正 の 内容

　海底資源掘削船 に施設 され る 通信設備 に つ い て は，2009

MODU コ ード 11章の 規定 に も適合 しな けれ ば な らな い 旨

1章 1．1．1−3．に規定 した。

7．居住衛生設備規則改正 の 内容

海底資源 掘 削 船 に 設 置 す るエ レ ベ ー
タ
ー

に つ い て は ，

2009MODU コ ード12，3 の 規 定 に も適合 し な けれ ば な ら な

い 旨 3編 4章 4．1．7−3．に規 定 した。

8．揚貨設備規則改正 の 内容

　 『本籍 の 海底資源掘削船 に あ っ て は 2009MODU コ
ー

ド

第 12章 12．1，12，2 及 び 12．4 の 規 定，外 国籍 の 海底 資源 掘

削船 に あっ て は 2009MODU コ ード12．1か ら 12，4の 規定 に

も適 合 しな けれ ば な らない 旨 1章 1．1．1−3．に 規定 した 。

17．鋼船規則 B 編及 び Q 編並 び に関連検査要領に お ける 改正 点 の 解説

　　　　　　　 （鋼製は しけ に対する適用規則の 見直 し）

1．は じめ に

　2011 年 6 月 30 日付
一一

部改正 に よ り改正 さ れ て い る 鋼船

規則 B 編及び Q 編 並 び に 関連検査要領 中，鋼製は しけに 対

す る 適 用 規 則 の 見 直 しに 関 す る 事 項 に つ い て ，そ の 内容 を

解説す る。こ れ らの 改 正 は すべ て 外国籍船舶用 に 対す る も

の で ある。なお，本改正 は，2011 年 6 月 30 凵か ら適用 さ

れ て い る。

2．改正 の 背景

　本会 は
， SOLAS 条約 の 改 正 及 び そ れ に伴 う国 内法の 改

正 に 基づ き，IMO 塗 装 性 能 基 準 及 び 乗降設 備 に 関す る要

件 を，本 会 規 則 に取込 ん で い る。

　鋼製 は し け に あ っ て は
，
SOLAS 条約の 要 件 は 適 用 され

な い が，国 内法 にお い て 上 記要件が 適用 され て い る こ とか

ら，本会規則で は 日本籍 の 鋼製 は しけ につ い て上 記要件 を

適用 して い る 。 また，外国籍 の 鋼 製 は しけ につ い て も， 国

内法 を準 用 し，上 記要 件を適用 して い た 。

　今般，外国籍の 鋼 製 は し け に つ い て は ，SOLAS 条約 の

適 用 どお り IMO 塗 装 性能基準 及 び乗降設備 に 関する 要件

の 対 象外 と な る よ う関連規定 を改 め た 。

3．改正 の 内容

　改正 点は 以 ドの とお り とな っ て い る。

（1＞鋼船規則 Q 編 2．1．6 にお い て，鋼製 は し けに 対 して は，

　 IMO 塗 装性能基準 は 適用 され ない 旨規定 した 。

（2）鋼 船 規則 Q 編 18．1．1−2．に お い て，鋼製 は し け に 対 して

　　は ，乗 降設備 の 設 置 に 関 す る 要 件 は適 用 さ れ な い 旨規

　　定した 。

（3）鋼船規則 B 編 10．6．2並びに鋼船規則検査要領 B10 ．4．2，

　　BIO ．5．2 及 び B10，6．2 にお い て ，鋼製は しけに 対 す る乗

　　降設備の 検査 要件 を改め た 。

18．鋼船規則検査要領 B 編 に お ける改正点の解説

　　　　　　　（乗降設備の 現状検査）

1．は じめに 2．改正 の 背景

　2011年 6 月 30 日付　・
部改正 に よ り改 正 さ れ て い る 鋼船

規 則 検査要領 B 編中，乗降設備 の 現 状 検査 に 関す る 事項 に

つ い て ，そ の 内容 を解説す る。なお，本改正 は，2011 年 6

月 30 日以 降 に 申込 み の あ る 船 舶 の 検査 に 適 用 され て い る。

　乗 降 設備 に関 して ，本会 は，SOLAS 条約 第 II−1章第 3−9

規則及び MSC ，1／Circ．1331 に 基 づ き関 連 規 定 を定 め ，年次

及 び 中 間検査時に お い て は 現状検査 を，定 期 検査時 に お い

て は現状検査及 び効力試験 を実 施 して い る。

　 こ の 現状検査 に 関 して ，船 側 は し ご 及 びギ ャ ン グ ウ ェ イ

に あ っ て は，詳細 な 検査 に よ り現 状 を確認す る こ とが

MSC ．1／Circ．1331で要 求 され て い る こ とか ら，　 MSC ，1／Circ．

1331 と整 合 を諮 るべ く関 連規定 を改め た 。
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